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フランスにおける公契約
水　野　圭　子
はじめに
　1949 年 ILO は「公契約における労働条項に関する条約（94 号）」を採択し
た。これは，公的な機関が一方の当事者として契約を締結し，その契約の相手
方の当事者が労働者を使用する場合において，適正な賃金と労働条件で雇用す
ることを契約の条項に定めるものである。例えば，国や地方自治体，国立病院
や自治体が運営する交通機関などが当事者として，公的な資金を支出して病院
の建設や路線の拡張工事などの建設契約を締結する場合に，建設・工事に従事
する労働者と締結する労働契約の労働条件について，国内法や団体協約などに
よって定められた労働条件よりも劣らない賃金，労働時間，その他の労働条件
を定めるとする条項を，建設契約に定めるのである。これは，労働契約の当事
者ではないにもかかわらず，労働契約の内容である労働条件に関与するという
点からみると，公契約は契約自由の原則と矛盾するものである。
　フランスは 1951 年にこの条約を批准しているが，フランスのパリ市におけ
る公契約条例の制定はさらに古く，1888 年に公共土木工事に関する請負契約
書の中に賃金に関する条項の挿入を義務づけ，当該地域の通常の賃金の支払い
を保証させる措置を講じたものであると指摘されている
（1）
。Ⅰ　フランスにおけ
（1）　古川景一「公契約規制の理論と実践」労働法律旬報 No.1581（2004 年）50 頁。松井裕次郎・
濱野恵「公契約法と公契約条例─日本と諸外国における公契約事業従事者の公正な賃金・労働条
件の確保─」レファレンス　733 号（2012 年）　53 頁　国立国会図書館調査及び立法考査局
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る公契約の歴史においては，契約の自由が強い価値を持っていた時代に，フラ
ンスではどのような経緯を経て公契約が発展してきたのであろうか，その過程
を概観することとする。
　また，Ⅱフランスの現在の公契約法においては，国内法，EU 指令などの制
度概略について，Ⅲ労働法と公契約においては，公契約に盛り込まれた社会的
な条項（持続可能な発展のための条項）がどのような影響を労働法に与えてい
るのか検討することとする。
Ⅰ　フランスにおける公契約の歴史
（1）19 世紀　同業組合における賃金交渉
　19 世紀の前半にフランスでは，平等な個人と個人が合意によって契約内容
を定めるという市民法の原則である契約の自由に反して，労働者と使用者によ
る賃金決定ではなく，同業の職工が結成した社団と使用者との間で賃金を決定
するという形態が見られるようになる。1817 年リオンで，帽子製造業で働く
労働者が結成した団体である「ラ・ブルス・コミューン（la Bourse Cm-
mune）」が形成され，使用者と賃金額を決定した。また，パリにおいては，
1831 年から 1833 年にかけて，多くの博愛・篤志・慈善社団が設立された。こ
れらの社団は博愛・篤志・慈善を活動の目的として掲げてはいたが，実際には
労働条件の向上に取り組む団体であり，博愛・篤志・慈善を隠れ蓑として仕立
職人工，織物工，真鍮・鋳物工の労働運動の母体となった。このような社団は，
現在の労働組合と同様の機能を果たしていた。賃金交渉にあたっては，これら
の団体が使用者との間で「タリフ（tarif）」と呼ばれる同業者すべてに適用さ
れる賃金計算早見表の策定交渉をおこなった。
　例えば，1843 年には，印刷業者の代表者 7 名と「パリ植字社団」の社団員 7
名の植字工からなる委員会が，5 年ごとのタリフの改正条項を規定した協定を
締結している。これは 20 世紀に結ばれるようになった労働協約の始まりとみ
ることができるものであり，同時に，フランスが国として遵守するべきとして
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いた契約自由の原則に違反する初めての協定でもあった
（2）
。当時，フランスにも
産業革命がおこり，機械化の導入による労働条件の変更や低賃金を理由として，
労働争議が頻発していた。社団の労働者は逮捕を覚悟して法が禁止するストラ
イキをも辞さずに賃金交渉を行っており，使用者が無視できない交渉能力を獲
得していたのである。
（2） ナポレオン 3 世による労働組合の承認とストライキの合法
化（Loi le 25 mai 1864）
　ナポレオン 3 世は，イギリスをモデルとして産業革命を進め，銀行改革，鉄
道改革，持ち株会社制を導入し，オスマンに命じてパリの大改造を行ったこと
が知られている。パリの大改造によって，上下水道，凱旋門を起点とする放射
線状の道路，建物高さ規制，公園・噴水などが整備され，現在のパリが形作ら
れたのである。この鉄道敷設と都市改造という大規模な公共投資によってフラ
ンスの景気を底上げし，景気の向上と労働者の雇用を生み出す効果があった。
パリ改造によって住環境は良くなったが，パリ市内の家賃は高騰し，労働者の
生活を圧迫し，労働争議も頻発した。パリ市内に保育施設や水道設備を備えた
低額の労働者住宅も建設されたのであるが，十分な戸数ではなかったのである
（3）
。
　このような社会状況において，1862 年，ナポレオン三世はストライキ禁止
令に抵触したとして収監されていた印刷工に，恩赦を与え出獄させ資本家から
強い反発を引き起こした。第二帝政期（1852─1870）において，労働者がスト
ライキを行うと使用者は即座にロックアウトで対抗し，ストライキとロックア
ウトから生じる混乱は大きな社会問題となっていたのである。労働者の団結と
ストライキを禁止する「労働者の団結の禁止（coalition ouvrière）」の廃止が
（2）　Gérand AUBIN et Jacques BOUVERESSE Introduction historique au droit du travail 
1er éd, PUF paris 1995. pp. 123.
（3）　ナポレオン 3 世の住宅事業としては，1848 年ナポレオン労働者団地（Cité ouvriére Na-
poléon 58 Bd du Rouchechouart），1855 年 avenue Rapp の モ デ ル 住 宅，1856 年 boulevard 
Mazas 18,000 m2 の土地を整備し住宅建築を行った事例，1867 年 Avenue Daumesnil の労働者
住宅を整備などが挙げられる。
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たびたび検討されていたが，ついに，1864 年 5 月 25 日法（Loi le 25 mai 
1864）により，「労働者の団結の罪（coalition ouvrière）」が廃止されて，ス
トライキが合法化された
（4）
。また，1868 年 6 月 6 日法によって，宗教や政治的
目的の結社が認められ，さらに，1868 年 3 月 30 日法によって，民法 1781 条
が廃止され，労働者が使用者と労働条件交渉，特に賃金交渉の根拠を与えるこ
ととなった
（5）
。1884 年 3 月 21 日法は，労働組合に完全な自由を認め，法が組合
に対して課した義務は創設者の身分と組合の名称の届け出のみであった
（6）
。1888
年，パリ市は公共土木工事に関する請負契約書の中に労働条項の挿入を義務づ
けたことが，フランスにおける公契約の最初であるとの指摘がある
（7）
。すなわち，
この時点までに，土木工事を行う労働者らは，労働組合を組織し，法律に違反
することなく，使用者と賃金交渉に当たり，タリフを作成し，労働条件を交渉
し協約を締結することができたことを意味する。これらの動きは，ナポレオン
3 世の帝政化において行われた労働法改革，すなわち，労働組合の合法化とス
トライキ権の承認と密接な関係がある。このような第 2 帝政下において，労働
者の組合結成が合法化され，ストライキが合法化され，労働者が団体交渉を行
うという動きはパリ市が公共土木工事の請負契約書の中に労働条件の挿入を義
務づける動きにつながっていったと考えられる。
（3） 公契約の萌芽とミルラン命令（Les décret Millerand du10 
aôut 1899）
　1888 年，パリ市は公共土木工事に関する請負契約書の中に労働条項の挿入
を義務づけた
（8）
。しかし，この措置は，コンセイユ・デ・タによって「労働の自
由を侵害し，市議会（Conseil municipal）の権限を越えるもの」として無効
（4）　前掲（2）AUBIN et BOUVERESSE pp. 160．
（5）　前掲（2）AUBIN et BOUVERESSE pp. 161．
（6）　前掲（2）AUBIN et BOUVERESSE pp. 207．
（7）　前掲（1）古川 48 頁
（8）　前掲（1）古川 50 頁
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判決が出された。これに対し，政府が 1899 年 8 月 10 日のデクレ，通称，ミル
ラン命令（Les décret Millerand du10 aôut 1899）を出し，normes sociales
（社会規範）を定めた。その内容は，公共土木工事契約においては，使用者団
体と労働者団体の間で締結された accord intervenus が規定する「普通賃金
（salaire normal）」の準拠を遵守するように行政機関に義務付け，公共土木工
事を落札した企業は，「普通賃金（salaire normal）」の支給を実行しなければ
いけないとするものであった
（9）
。
　ミルラン命令は，国，県，地方自治体，慈善団体（établissements de bien-
fisance）に対する 3 つのデクレから構成されていた。ミルラン命令の適用範
囲は，国，県地方自治体，慈善団体と，それら行政機関が公共工事契約，公共
調達契約を締結する企業であった。国には一段階強い労働条件適正化のため，
企業との公共工事契約の中に雇用する労働者の労働条件規定を置くことが義務
付けられていた。一方，県，地方自治体，慈善団体は労働条件規定を定めるこ
とが認められていた。つまり，企業は雇用する労働者に対し，協約等で定めら
れた職種別の賃金を遵守し，週休一日，地域協定が定める労働時間の遵守とい
う労働条件を公共契約の条項として規定することを義務づけられる（国の場
合）か，あるいは規定することが可能であった（県，地方自治体，慈善団体の
場合）。国や地方自治体などは，労働者に支払われた実際の賃金と計算書所定
の賃金との差額を調査し，実際の賃金が少ない場合には，企業に対する債務か
らその金額を控除して労働者に直接支払うこととなっていた。また，労働条件
に関する違反が繰り返される場合には，一定期間または期限を定めずに入札か
ら排除することができた
（10）
。
（9）　ミルラン命令については，前掲（2）AUBIN et BOUVERESSE pp. 264。邦語文献としては 
外尾健一「フランスの最低賃金制」季刊労働法 9 号（1953 年）126～127 頁。松井裕次郎　濱野
恵　「公契約法と公契約条例─日本と諸外国における子請負役事業自由自社の公正な賃金・労働
条件の確保─」レファランス　2012　2　53 頁。前掲（1）古川 50 頁。
（10）　Décret du 10 août 1899 JO 11 août 1899 p. 5397─5399
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Ⅱ　フランスの現在の公契約法
（1）公契約・公共調達の現状
　現在，なぜ，公契約・公共調達が EU やフランスで強い関心を持たれている
のであろうか。その理由の一つとして，その経済的な規模の大きさが挙げられ
る。2013 年，ヨーロッパ議会はヨーロッパ総生産の 19％ に達しているとのべ
ている。
　フランス政府は，2008 年 12 月 3 日に首相通達で定められた国の調達政策で
は，2012 年までに公共調達に充てられる経常費 100 億ユーロのうち，約 1 割
にあたる 10 億ユーロを節約目標額として掲げており，2010 年 4 月にすでに 5
億ユーロの経費節減が行われたと述べている。
　また，このほかの公契約・公共調達において，①より環境に配慮した消費形
態を促進するため，2008 年 12 月 3 日に首相の通達で定められた持続可能な調
達計画を実施する。②障害者ならびに長期失業者の社会参加および雇用を公契
約を通して促進する。③すべての行政庁の公募に関する情報をよりよく公開し，
中小企業の公契約へのアクセスを拡大する，という 3 つを目標に掲げている。
　フランス政府は，2009 年に国家調達局を設置し，各省庁に調達責任者を置
き，調達業務は全省で専門職化されている。国家調達局が各省の調達責任者を
統括し，さらに，地域圏庁に配置された地方調達官によって現場に伝えられる
ことになっている。このような行政システムによって，十分に検討されたうえ
で締結される公契約が，国，各省庁において増加すると考えられている。
　現在，法制度としては，フランス国内法として，295 条の条文からなる公契
約法典と 5 回にわたって出されたデクレから構成されている。また，EU にお
いては，20 回にわたって EU 指令が出されている。EU 加盟国であるフランス
は，EU 指令に基づいて国内法を整備し，EC 裁判所の判決が出た場合，国内
法を EU 判決に整合させる必要がある。EU 指令においては，公契約における
政策的な役割が重視されるようになっている。フランス国内においても，指令
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の改正に従って，従来の国内法の規定していた合理的な公共調達を行い行政機
関の財政の節約といった役割に加え，行政機関や地方自治体の政策において，
入札の条件として，物品を購入する場合に廃棄処理手段を選考の条件として環
境問題への対処を行う，今まで契約を締結する機会が少なかった中小企業をも
公募という形で入札に参加し得るので優良な中小企業の育成を図る，公共工事
の入札に下請けの会社の労働条件を定めることによって賃金や労働条件の引き
上げを行うなどの法改正が行われた。その結果，公契約は様々な局面で政策実
現のための役割を果たしている。
（2）公契約の目的
　さらに，2006 年，公契約法において著しい改正が行われ公契約の目的は，
行政の財政保護，労働条件の向上，雇用の創造・環境保護など重層的なものに
なっている。
a　公共の財政保護
　公契約の目的の一つは，公共団体が締結しようとする契約の候補者に，競争
を義務づけさせ「良い商品をより良い価格で」入手することである。こういっ
た側面から公契約規制をとらえると，行政が契約を規制するという性質を持つ
ものである。そもそも，フランスにおいては，前述のように，19 世紀にはす
でに，公契約条例が定められており，7 月帝政（Monarchie de juilet（1830～
1848）下において，すでに，法律と政令（loi et decre）によって，公的な機
関に物品の納入とサービス提供を受ける場合に，情報を公開し公募することと，
競争を伴う入札制とを会計担当者に求めていたのである。公共財政の保護とい
う観念は，現在の公契約法の基本的な理念にも当然通じるものである
（11）
。
（11）　Fédéric ALLAIRE L’essentiel du Droit des marchés publics 7e édition Gualino lssy-les- 
Moulineaux 2014 11p.
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b　贈収賄に対する規制と公正な競争の確保
　1990 年代に入ると，行政官庁の物品の購入や公共工事の受注において，贈
収賄が横行し社会的な批判の対象となる。公契約に対して，贈収賄対策が求め
られた。このため，罰則が強化された。刑法 L.432─14 条に罰則が規定され，
公契約を締結する権限を持つ担当者が違反した場合，2 年以下の懲役と 3 万ユ
ーロの罰金が規定されるようになった。また，刑法 L.432─11 条は，行政側の
契約締結権者が法に違反する利益を得た場合，5 年以下の懲役と 7 万 5 千ユー
ロの罰金を規定している。この規定の趣旨は，公契約の規定を周知させ，契約
の締結を希望する者がアクセスできること，候補者が平等に扱われることであ
るとされる。
c　共通の市場の構築と適正な競争
　EU は公契約法を，適切に情報を公開し，EU の公共団体や企業やその請負
業者など関係する者の間で，適切な競争が行われるように度重なる改正を行っ
てきた
（12）
。これらの改正の目的は，次の二つであると考えられる。
（12）　Directive 2014/55/UE du Parlement européen et du Conseil du 16 avril 2014 relative à 
la facturation électronique dans le cadre des marchés publics JOUE L339 du 26 novembre 
2014 p. 14 ，
　Directive 2014/24/UE du Parlement européen et du Conseil du 26 février 2014 JOUE L94 du 
28 mars 2014 p. 65，
　Directive 2007/66/CE du Parlement européen et du Conseil modifiant les directives 89/665/
CEE et 92/13/CEE du Conseil en ce qui concerne l’amélioration de l’efficacité des procédures 
de recours en matière de passation des marchés publics JOUE n° 335 du 20 décembre 2007 
p. 31，
　Directive Européenne n° 2007─24 du 23 mai 2007 du Parlement européen et du Conseil ab-
rogeant la directive 71/304/CEE du Conseil concernant la suppression des restrictions à la 
libre prestation de services dans le domaine des marchés publics de travaux et à 
l’attribution de marchés publics de travaux par l’intermédiaire d’agences ou de succursales 
JOUE n° 154 du 14 juin 2007 p. 22，
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　Directive Européenne n° 2005─75 du 16 novembre 2005 du Parlement européen et du Conseil 
rectifiant la directive 2004/18/CE relative à la coordination des procédures de passation des 
marchés publics de travaux, de fournitures et de services JOUE n° 323 du 9 décembre 2005 
page 55
　Directive Européenne n° 2005─51 du 7 septembre 2005 de la Commission modifiant l’annexe 
XX de la directive 2004/17/CE et l’annexe VIII de la directive 2004/18/CE du Parlement 
européen et du Conseil sur les marchés publics JOUE n° 256 du 1 octobre 2005 p. 127
　Directive 2004/18/CE du Parlement européen et du Conseil relative à la coordination des 
procédures de passation des marchés publics de travaux, de fournitures et de services 
JOUE L134 du 31 mars 2004 p. 114
　Directive Européenne n° 2001─78 du 13 septembre 2001 2001/78/CE de la Commission du 13 
septembre 2001 portant modification de l’annexe IV de la directive 93/36/CEE du Conseil, 
des annexes IV, V, et VI de la directive 93/37/CEE du Conseil, des annexes III et IV de la 
directive 92/50/CEE du Conseil, telles que modifiées par la directive 97/52/CE, ainsi que 
des annexes XII à XV et des annexes XVII et XVIII de la directive 93/38/CEE du Conseil, 
telle que modifiée par la directive 98/4/CE（Directive sur l’utilisation des formulaires stan-
dard pour la publication des avis de marchés publics.）（Texte présentant de l’intérêt pour 
l’EEE.）. JOUE L134 du 31 mars 2004 p. 114
　Directive Européenne n° 97─52 du 13 octobre 1997 DU PARLEMENT EUROPEEN ET DU 
CONSEIL N0 9752,MODIFIANT LES DIRECTIVES 9250 CEE,9336 CEE ET 9337 CEE 
PORTANT COORDINATION DES PROCEDURES DE PASSATION DES MARCHES 
PUBLICS DE SERVICES,DES MARCHES PUBLICS DE FOURNITURES ET DES 
MARCHES PUBLICS DE TRAVAUX RESPECTIVEMENT JOUE n° 285 du 29 octobre 
2001 p.1
　Directive Européenne n° 93─37 du 14 juin 1993 DU CONSEIL PORTANT COORDINATION 
DES PROCEDURES DE PASSATION DES MARCHES PUBLICS DE TRAVAUX
　Directive Européenne n°93─36 du 14 juin 1993 N0 9336 PORTANT COORDINATION DES 
PROCEDURES DE PASSATION DES MARCHES PUBLICS DE FOURNITURES
　JOUE du 9 août 1993 page 54
　Directive Européenne n°93─4 du 3 février 1993 DU CONSEIL MODIFIANT LA DIRECTIVE 
71─305 CEE PORTANT COORDINATION DES PROCEDURES DE PASSATION DES 
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　公契約法は自由な競争（la libre concurrence）の侵害に対して闘う手段を
構築するものである（Ordonnance du 1 décembre 1986）
（13）
。特に，公契約の締
結の過程でなされた違法行為と戦う方法を構築するものであると，2007 年 6
MARCHES PUBLICS DE TRAVAUX
　JOUE n°38 du 6 février 1993 page 31
　Directive Européenne n° 92─50 du 18 juin 1992 N0 9250 PORTANT COORDINATION DES 
PROCEDURES DE PASSATION DES MARCHES PUBLICS DE SERVICES
　JOUE du 24 juillet 1992 page 1
　Directive 89/665/CEE du Conseil, du 21 décembre 1989, portant coordination des disposi-
tions législatives, réglementaires et administratives relatives à l’application des procédures 
de recours en matière de passation des marchés publics de fournitures et de travaux JOCE 
L395 du 30 décembre 1989 page 33
　Directive Européenne n° 89─440 du 18 juillet 1989 NO 89440 MODIFIANT LA DIRECTIVE 
71305 CEE PORTANT COORDINATION DES PROCEDURES DE PASSATION DES 
MARCHES PUBLICS DE TRAVAUX JOCE du 21 juillet 1989 page 1
　Directive Européenne n°88─295 du 22 mars 1988 NO 88295 MODIFIANT LA DIRECTIVE 
7762 CEE PORTANT COORDINATION DES PROCEDURES DE PASSATION DES 
MARCHES PUBLICS DE FOURNITURES ET ABROGEANT CERTAINES DISPOSI-
TIONS DE LA DIRECTIVE 80767 CEE
　JOCE du 20 mai 1988 page 1
　Directive Européenne n° 80─767 du 22 juillet 1980 NO 80767 JOCE du 18 août 1980 page 1
　Directive Européenne n° 78─669 du 2 août 1978 NO 78669 MODIFIANT LA DIRECTIVE 
71305 CEE PORTANT COORDINATION DES PROCEDURES DE PASSATION DES 
MARCHES PUBLICS DE TRAVAUX JOCE du 16 août 1978 page 41
　Directive Européenne n° 77─62 du 21 décembre 1976 NO 7762 PORTANT COORDINATION 
DES PROCEDURES DE PASSATION DES MARCHES PUBLICS DE FOURNITURES 
JOCE du 15 janvier 1977 p. 1
（13）　Ordonnance n° 86─1243 du 1 décembre 1986 relative à la liberté des prix et de la concur-
rence JORF du 9 décembre 1986 page 14773
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月 26 日　旧競争委員会〈（conseil de la conccurance，現在は競争庁（Autri-
té de la conccurance）〉の決定の中で述べられている
（14）
。したがって，第一の目
的は，公契約法と競争法（le droit des concurrence）の整合性を図ることで
ある。
　第二には，EU 指令によって，競争するというドグマを普及させることであ
る。公契約においては，公法人（personnes public）が多くの公契約を締結す
るということに加え，選考手続きの透明性を確保するという義務や公正な競争
を行うといったことが極めて重要である。すなわち，第二の目的は，公契約に
関する EU 指令に従って，より広い範囲で公契約の公募がおこなわれ，適正な
競争に基づいた入札が行われる機会を高めることである。EU 加盟国において
EU 指令に基づいて，公契約法が整備されたことによって，よりよい物をより
安く，より質の高いサービス（特に納期など）を購入することによって得られ
た利益は，EU 加盟 27 か国において，2009 年単年で，2300 兆ユーロになると
されており，公契約規制の重要性が再認識されている
（15）
。
d　行政における効果と多義的な公契約の目的
　公契約の効果は，公的財産の節約に主眼が置かれるように思われる。しかし，
行政における公契約の効果は，行政の財政を節約する，効率的に使用するとい
うだけではない。行政は公契約という，いわば今までとは異なる契約スタイル
を使用することによって，行政が経済や環境や労働条件といった社会規範や法
を遵守させる仕組みを提供することができるのである。例えば，公契約の中に
環境保全に関する特定の条項を規定することによって，環境保護に貢献するよ
うな企業間取引を促進したり，企業の環境対策のための設備投資をを促進した
り，中小企業においても公契約締結の機会が与えられることになるので，中小
企業の経営を支援したり，新たに長期失業者を雇用する企業を公契約の対象と
（14）　Décision n° 07-D-21 du 26 juin 2007 relative à des pratiques mises en oeuvre dans le sec-
teur de la location-entretien du linge
（15）　ALLAIRE 前掲（7）pp. 14
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して選択することで，失業者の雇用を促進するなどの社会的な保護を図ること
も可能となる。
e　2014 年 2 月 26 日の EU 指令による公契約活用の義務付け
　2014 年 2 月 26 日の EU 指令
（16）
は公契約が 2020 年 EU 戦略の重要な役割を果
たすものとして位置づけ，公契約締結者が公契約を環境保護や雇用政策といっ
た政策目的の実現のために効果的に行使することを求めている
（17）
。また，フラン
ス国内の公契約法典において，公契約締結者に公契約の中に政策目標の策定を
義務づけている。これは，2014 年の 2 月 26 日 EU 指令は，環境保護
（18）
，電気エ
ネルギー
（19）
，雇用
（20）
，気候変動
（21）
など具体例を挙げて，公契約の政策的な活用を義務
づけてたことと整合するとみることができる。
（3）フランスの現在の公契約法
a　憲法と公契約法
　フランスの現行の憲法に公契約法に対する規定はない。しかし，1993 年に
憲法院は，一般的な規定ではあるが，地方公共団体の契約の自由を認める根拠
として，地方自治体の行政の自由を規定する憲法 34 条
（22）
を挙げた
（23）
。また，コン
セイユ・デ・タは公契約法典は憲法 72 条に反しないとの判断を示した
（24）
。すな
（16）　DIRECTIVE 2014/24/UE DU PARLEMENT EUROPÉEN ET DU CONSEIL du 26 
février 2014 sur la passation des marchés publics et abrogeant la directive 2004/18/CE 
JOUE L94 du 28 mars 2014 page
（17）　前掲（16）2 段落
（18）　前掲（16）37 段落
（19）　前掲（12）53 段落
（20）　前掲（16）36 段落
（21）　前掲（16）ANNEXE VIIDÉFINITION DE CERTAINES SPÉCIFICATIONS TECH-
NIQUES
（22）　憲法 34 条 2 項 2 号に，地方公共団体の行政の自由が規定されている
（23）　JORF n° 18 du 22 janvier 1993 p.1118 Décision n° 92─316 DC du 20 janvier 1993 65 JORF 
du 30 août 2002 page 14411 texte n° 3 Décision n° 2002─460 DC du 22 août 2002
（24）　Conseil d’Etat, 7ème et 5ème sous-sections réunies, du 28 avril 2003, 233343, mentionné 
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わち，国や地方公共団体の公契約の締結を規定した 1938 年 11 月 12 日のデク
レ
（25）
によって，地方公共団体の公契約を締結する自由を認め，この自由は 1966
年 11 月 28 日のデクレ
（26）
によっても否定されるものではないとして，地方公共団
体に行政の自由として，公契約の締結が認められるとの判断を示した。
b　フランス国内法
　フランス国内法の公契約法は，基本的に公契約法典によって構成されている。
現行の公契約法典は 2006 年のデクレ
（27）
を受けて作られたものであり，2004 年 1
月 7 日のデクレを引き継いでいるが，2004 年 1 月 7 日のデクレは 2001 年 3 月
1 日のデクレと交代したものである。したがって，現行の契約法典は複数のデ
クレによって度重なる修正を受けたものである。さらに，2006 年 8 月 1 日の
デクレは，2006 年 8 月 28 日のアレテ
（28）
によって補完されている。このアレテは，
公共契約締結者・公共調達者（pouvoire adjudicateurs）と契約を締結しよう
とする応募者に対して，情報の提供と書類の提出を求めることができるとし，
このような場合に公共契約法典が適用されること，公契約締結応募者が提供し
な情報の具体的な内容と書類書式（Model D’avis D’appel Public à La Con-
currance）公契約の権限，協定（accord─cadre）
（29）
が定められた。さらに，重
aux tables du recueil Lebon
（25）　Décret du 12 novembre 1938 Portant extension de la réglementation en vigueur pour 
les marchés de l’Etat aux marchés des collectivités locales et des établissements publics 
JORF du 13 novembre 1938 page 12880
（26）　Décret n° 66─889 du 28 novembre 1966 fixant en ce qui concerne les marchés proposés 
par les établissements publics nationaux et par les entreprises concédées ou contrôlées par 
l’état, les départements et les communes, les modalités d’application de l’article 39 de la loi 
n° 54─404 du 10 avril 1954 modifié par l’article 56 de l’ordonnance n° 58─1372 du 29 décembre 
1958 relatif aux obligations fiscales et parafiscales des soumissionnaires de marchés publics
（27）　Décret n° 2006 -975 du1 er aôut 2006 Décret n° 2006─975 du 1 août 2006 portant code des 
marchés publics. JO n° 179 du 4aôut 2006, p11627
（28）　Arrêtes 28 aôut 2006 Arrêté du 28 août 2006 fixant la liste des renseignements et des 
documents pouvant être demandés aux candidats aux marchés passés par les pouvoirs ad-
judicateurs JORF n° 199 du 29 août 2006 page 12766
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要な法として，2001 年 11 日法「経済財政関連改革緊急措置」（MURCEF＝
Mesures Urgentes de Réformes a Caractére Economique et Financier
（MURCEF 法）を挙げる必要がある
（30）
。MURCEF 法の 2 条は，公契約法の適
用の下で締結された契約はすべて行政契約（contrat administratifs）である
とした。
（4）公契約の原則
　公契約は，公共が行う発注に自由にアクセスできること，契約応募者の平等
な取り扱い，応募者から公契約締結者を選考する過程の透明性を原則としてい
る。これは，公契約法典の Artcle 1　II に原則として規定されている。また，
この原則は，コンセイユ・デ・タによっても，確認されている
（31）
。憲法院も同様
である
（32）
。また，EC 裁判所判決においても，Bent Mousten Vestergaard 対 
Spøttrup Boligselskab 事件において，公共工事において，同様の製品を使用
することを検討せずに，使用者が特定の商標の商品を使用するよう義務づけた
場合，EU 指令に違反するか，デンマークの裁判所が事前判決を求めた事例に
おいて，EU 市民の自由の移動という，EU 指令が求める水準を満たしていな
いとして違反であると判断した。
a　透明性（transparence）
　透明性は公契約を公募する者（les pouvoirs adjudicateurs）に義務付けら
（29）　Accord-cadre et marchés à bons de commande Annexe au décret n° 2006─975 du 1er 
août 2006 portant code des marchés publics JORF n° 199 du 29 août 2006 page 12769
（30）　loi no 2001─1168 du 11 décembre 2001 portant mesures urgentes de réformes à caractère 
économique et financier JORF n° du 12 décmbre 2001 page 19703,loi MURCEF（Mesures 
Urgentes de Réformes a Caractére Economique et Financier の略称）「経済および財政に対す
る改革緊急措置法」。
（31）　Conseil d’Etat, Avis 7 / 5 SSR, du 29 juillet 2002, 246921, publié au recueil Lebon
（32）　Décision n° 2003─473 DC du 26 juin 2003 Loi habilitant le Gouvernement à simplifier le 
droit JO du 3 juillet 2003, page 11205
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れ，可能性のあるすべての入札者を考慮して，入札者の手続き上の不公正をコ
ントロールし，また，公契約の情報を広く周知し公契約を公募することを求め
ている。また，EC 裁判所の判例においては，電話通信における公共サービス
の譲渡において，公契約に関する EU 指令 92／50／CEE の適用が行われるか
どうか，オーストリア裁判所が EU 裁判所に対して事前判断を求めた事案にお
いて，公契約の締結にあたっては，基本的な原則を尊重して競争が行われるべ
きであり，特に国籍による差別がなされてはならないのであって，この点から
も透明性の確保が重要であると判断された
（33）
。
b　自由なアクセス（Liberte d’accés）
　公契約の募集に自由に応募し得ることは，公開された共通の公契約の市場を
構築する上で極めて重要である。公契約を募集する側が，高度な測量技術者を
公募者の対象とし，48 の公共事業である測量のうち 4 工事のみを公契約に割
り振ったことは，公契約に対する自由なアクセスに違反すると判断された判決
がある
（34）
。
c　平等な取り扱い（Egalite de traitement）
　平等な取り扱いというのは，もちろん，公契約の締結に限って求められる原
則ではない。法律上の極めて一般的な原則である。しかしながら，公契約にお
いては極めて重要な原則として機能しており，EU 裁判所判決においても，重
要な法的判断要素となっている。例えば，平等取扱い原則は，公契約公募者が
自身の職業的能力や資格によって公契約への応募を禁止されるかどうかという
点だけによって判断することとなる。つまり，その公契約が好ましいと考える
（33）　CJCE 7 décembre 2000 C-324/98. - Telaustria Verlags GmbH et Telefonadress GmbH 
contre Telekom Austria AG, Recueil de jurisprudence 2000 page I-10745; CJCE 7 décembre 
2000 Telaustria Verlags GmbH
（34）　Cour administrative d’appel de Bordeaux 18 décembre 2012 N° 11BX01413 Inédit au re-
cueil Lebon
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職業的能力と資格という観点から選択されるということになる
（35）
。別の観点から
すれば，公契約へのアクセスにおいて差別的な取り扱いがなされたとみなすこ
とができるような場合であっても，公契約の目的から正当化される場合もあり
うると考えられる。例えば，公共工事の規模によっては，極めて小さい，ある
いは中小の企業による契約の遂行が困難である場合も考えられるからである。
（5）公契約とはどのような契約なのか。
a　公契約の性質
　公契約とは何か。公契約法典 Art.1 は次のように定める。有償（à titre 
onéreux）契約として締結された諸契約で，労働法典 Art.2 が定義する契約を
公募した者たち（les pouvoirs adjudicateurs）が，公的な地位にある，ある
いは私的な地位にある入札者（un operateur économiques）との間で，工事
（Travaux）製品の納入（Fournitures），業務提供（service）における需要を
満たすものである。
　公契約の契約的性質について検討するに場合に，契約の性質と公共調達，公
的な市場といった概念は一体の不可分のものであって，切り離して考えること
は困難であると指摘される
（36）
。
　しかし，公契約の契約的性質によって，一方的に決定されるような形態のア
ウトソーシングは例外的に除外されることになる。たとえば，コンセイユ・
デ・タはパリ近郊の地域圏であるイル・ド・フランスにおける地域交通網を，
地方自治体の提供する交通機関として活用する場合，公契約法典の適用を受け
ないとの判断を示している。交通運輸組合の一方的な決定が公契約において問
題となるからである
（37）
。この場合はすでに，運賃や労働者の労働条件が確定して
（35）　CJCE 3 mars 2005 Fabricom SA c/Etat Belge C-21/03 et C-34/03 Recueil de la juris-
prudence 2005 p. I ─01559
（36）　Allaire 前掲（7）pp.27
（37）　CE 13 juillet 2007 Commune Rosny-sous-Bois N° 299207 Mentionné dans les tables du 
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おり，公契約によって，一部地域のみにおいてそれらを変更することは困難で
あり，確定している運賃や労働条件を受け入れることとなるからである。
　現時点で裁判官は，公契約の性質を民法典によって規定される契約の性質と
同様にとらえていると考えられる。したがって，契約の本質的な要素である合
意を欠く場合，公契約行為は有効に成立しないのである。
b　有償契約の意味
　公契約は有償であると公契約法の Art.1 条は規定するが，これは無償の契約
を完全に排除するというものではなく，無償契約であっても公契約法典の適用
を受ける場合が多く存在する。例えば，ある会社が地方自治体と屋根付きの長
椅子が備えられた，広告スペースがあるバスの停留所の設置と維持管理を無料
で契約する場合である。広告スペースには共同体からのお知らせや情報が掲示
され，その広告掲示業務を当該会社が有償で請負う場合，公契約法典の適用を
受けることとされ，この法の適用に違法なないとコンセイユ・デ・タは判断し
ている
（38）
。
c　入札権限者（les pouvoirs adjudicateurs）という適用判断基準
　入札権限者（pouvoirs adjudicateurs）とは，公契約を公募する立場にある
者をさす用語である。この概念は公契約の EU 指令を適用する判断の基準とな
っており，この概念の幅はかなり広いといえる。
　入札権限者という法律用語は，EU の公契約において用いられていたもので
あり，入札権限者はすべて，「公契約」EU 指令に従わなければならないとさ
れる。そもそも入札権限者（pouvoirs adjudicateurs）という語は，公法にお
いて従来から，国，地方自治体，公施設など公法上の法人格を備えた公的制度
に関わりを持つ公法人（personnes publiques）
（39）
という意味で使用されていた。
recueil  Lebon
（38）　CE,ass., 4 novembre 2005 société Jena-Claude Decaux N° 247298 Lebon
（39）　山口俊夫『フランス法辞典』430 頁（東京大学出版会　2003 年）
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では，公的な制度であれば，すべて例外なくフランス国内において，公契約法
典が適用されるかというとそうではない。
　国・国の施設であっても，国営工場や商業施設は，フランス国内の公契約法
も，公契約の EU 指令も適用を除外している。公契約はある政策目的を実現す
るという機能を持っている。たとえば，公共工事において，環境や安全に配慮
した工事計画を推進し，かつ，従事する労働者の賃金を一定水準として確保す
るという目的を備えている場合，公契約が適用されるにふさわしいと考えられ
る。しかし，たとえば，自動車工場や商業施設において，利益を追求する競争
原理とはそぐわない場合があるからであると考えられる。
　しかし，それ以外の国（Etat）・地方自治体の施設は，当然，すべて公契約
の適用を受けることになる。一部が国の施設であったり，国の施設に内包され
法人格を持たない施設（例えば，統合施設や管理施設など），独立した行政権
限を持つ施設であっても，公契約の適用対象となる。
　国営の事業所施設・支所（les établissements publics nationaux）も，工
業・商業に関係するもの以外は，公的事業所施設・支所として公契約の適用を
受ける。地方公共団体とその地方における事業所（les collectivités territori-
ales et établissement publics locaux）もやはり，入札権限者（pouvoirs ad-
judicateurs）とみなされる。この場合においては，国の工業・商業施設の扱
いと異なり，工業・商業の事業所であっても，すべての事業所が子請負役の適
用を受ける。
　また，私的な団体であったり，公的な団体であっても公契約法典の適用を受
けない団体であったとしても，2005 年 6 月 6 日のオルドナンスが次のような
場合は公契約法典が適用されると定めている。
①　 団体の活動にかかる経費の大部分を，公契約法典の適用を受ける入札権限
者（pouvoirs adjudicateurs）が負担している場合。
②　 運営に対して，公契約法典の適用を受ける入札権限者（pouvoirs adjudi-
cateurs）のコント─ロールを受けている場合。
③　 行政・運営・指揮を行う組織が半数以上，公契約法典の適用を受ける入札
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一六二
権限者（pouvoirs adjudicateurs）によって構成されている場合。
具体例として，地方自治体である市で組合を作り，市民劇場を運営・建設する
場合を例に，公契約の具体的な例を検討することとする。組合は事務局と運営
委員会によって運営され，運営委員は原則として地域から民主的な手続きによ
って選ばれた住民が担うとする。この場合，市民劇場の運営・建設を担う組合
の構成員は市民であり，公法人ではない。しかし，市は劇場の運営を組合に委
託しており，その活動資金は市の税金によって大部分が賄われるとする。この
場合，市民によって，運営される組合であっても，資金が市という地方公共団
体から支出されているので，公契約法の適用を受けることになる。つまり，公
契約法典の適用を受ける入札権限者（pouvoirs adjudicateurs）といいうるか
どうかは，形式的に判断されるのではなく，その組織の実態に即して判断され
ているということができる。
d　入札者　（opérateurs économiques）
　入札者（opérateurs économiques）という概念は，入札権限者（pouvoirs 
adjudicateurs）と同じく，EU 指令で用いられていた用語である。入札者
（opérateurs économiques）とは，公契約の入札において，入札に応じる者で
あり，公契約の応募者であり，公契約締結候補者である。
　入札者（opérateurs économiques）は民間に限定されるものではなく，公
共団体であっても入札に応募することは可能である。公契約に公的組織が入札
することは，矛盾するような感を与えるかもしれない。しかし，公契約の目的
として，財政の節減ということがあげられるのであるから，より目的に資する
ような入札を行うのであれば，入札者を民間に限り公的な団体を排除する理由
はないと判断されている
（40）
。公的な事業所，民間の事業所どちらも公契約を締結
することが可能である。しかし，ある企業が，入札をおこない，場合によって
（40）　CE，Avis 8 novembre 2000 Société Jean-Lois Bernard consultants N° 222208 Publié au 
recueil Lebon
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一六一
は契約締結交渉を行い，公契約締にいたった場合，交渉にしたがって公契約を
締結することが認められるだけであって，通常の意味での契約を自由に締結す
る権限はない。
　上述のように，公契約法典は公的機関が，公契約に応諾することを禁じてい
ない。しかし，公契約を受けるにあたって，価格を提案して決定したり，材料
や方法から利益を得たりということはできず，公役務として与えられたものを
実施することになる。
Ⅲ　労働法と公契約
（1）　契約と労働法が係る場面
　公契約法典 Art.1 は，公契約を，有償（à titre onéreux）契約であり，公
契約法典 Art.2 が定義する入札権者（les pouvoirs adjudicateurs）と入札者
（un operateur économiques）と の 間 で，工 事（Travaux），製 品 の 納 入
（Fournitures），業務提供（service）を供給する場合と定義している。
　労働法との接点としては，従来から公共工事において，労働条件を公契約の
中に定めるという形で労働条件の向上に寄与してきたし，清掃業務や様々な委
託業務など業務提供において，入札権者（les pouvoirs adjudicateurs）が入
札者（un operateur économiques）に対して，雇用する労働者の労働条件を
定めることにより，労働条件を引き上げることが可能となる。さらに，現在，
公契約は公的な財政の削減という目的だけではなく，特定の政策目的の実現と
いう機能を果たすように変わってきている。フランス政府は実際に，公契約の
目標の一つとして，失業者対策を挙げている。
　では，どのように公契約を進め，そのような政策目的を実現していくのであ
ろうか。
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一六〇
（2）公契約に盛り込まれる政策目標
a　入札権者（les pouvoirs adjudicateurs）
　すべての入札権者には，公契約法典の Art.5 に従って，要求条項（les mo-
dalités de définition besoin）を規定する必要があり，その中には持続可能な
発展（Développment durable）のための条項を定めなければならない。持続
可能な発展に関する項目は複数定める必要がある。これは，入札者を選考する
基準となる項目であるから，入札を開始する期日より前に定めなければならな
いし，入札者との交渉を行って入札者を決定する場合は，交渉の前に，決定し
なければならない。この項目によって，入札者（un operateur économiques）
に対する要求の性質と要求の範囲が明確に詳細に決定されなければならない。
　また，Art.14 は公契約を実施する条件（condition）とは，社会的なあるい
は環境といった要素について，持続可能な発展を続けるために，経済発展と妥
協しつつ，環境保護と保全，社会の成長を考慮するものでなければならないと
定めている。また，これらの条件は，入札候補者に値して差別的な結果をもた
らすものであってなならない。これらの条件は入札を公募する際の通知に，あ
るいは参照書類に記載されなければならない。
　もし，入札権者（les pouvoirs adjudicateurs）が持続可能な発展（Dével-
oppment durable）のための条項を特に定めないという場合，契約法典
Art.53 条に規定されている持続可能な発展（Développment durable）に関す
る判断基準を用いることになる。契約法典 Art.53 条には，差別的な項目でな
く，公共の目的に資する基準であるものとして，産直農産物の供給の成果，環
境保護に対する成果，困難な状況にある人々を職業に包摂するような成果，販
売後の技術保証，ランニングコストなど多岐にわたる項目が挙げられている。
　持続可能な発展に関する項目を複数定めた場合に，一つの項目以外，すべて
の項目の条件を満たしたとしても，入札権者は項目を実現できなかった入札者
を公契約から排除しなければならない。
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（3）　製品の納入（Fournitures）の場合
　公契約法典は，物品の購入の場合においても，公契約に対する自由なアクセ
ス，平等な取り扱い，手続きの透明性を求めている。
a・パソコン購入の場合
　公共施設で使用するパソコンを購入する場合であっても，入札権限者（pou-
voirs adjudicateurs）は，持続可能な発展のための項目を，入札者に対する要
望書に規定する必要がある。
　政府が刊行した公契約の実務的な解説書においては，パソコンの性能や関連
して提供されるサービス（共同体が所有するシステムとの互換性，USB，ス
クリーンなどの性能，サポートシステム，メンテナンス，市民に対するマニュ
アルの作成など）などのほか，継続可能な発展のため環境保全に関する項目と
して 3 つの例が挙げられている。
・リサイクル可能な部品で作られているコンピューターであること。
・少なくともリサイクル可能な部品が一部使用されているコンピュータである
こと。
・消費電力が少ないコンピューターであること。
　さらに，社会的項目としては，
・長期失業にあった労働者を社会的に包摂している。
・パソコンの使用が終了した場合に，リサイクルの方法を提案できる。
・パソコンの配送にあたって，二酸化炭素の排出が少ない方法を用いている。
この中に，雇用と直接関係する項目は，長期失業者の社会的包摂である。この
場合の社会的包摂は，入札者が長期失業者を雇用することのみを意味するもの
ではない。若年の長期失業者を研修生として受け入れて，職業経験を積ませる，
障がい者と共同して利用しやすいパソコンソフトを作成し，長期失業にある障
がい者の就職をサポートするなどといったこともこの項目に該当することにな
ろう。
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（4）　業務提供（service）の場合
a・環境保全と失業者の社会的包摂
　公共施設が清掃業務をアウトソーシングする場合も，入札権限者（pouvoirs 
adjudicateurs）は，持続可能な発展のための項目を，入札者に対する要望書
に規定する必要がある。
　環境保全に関する項目としては，
・清掃に使用する洗剤は微生物で分解されやすいものを使用する，雑巾やモッ
プなども埋めれば微生物で分解されるなど環境にやさしい製品を利用すること
・発生する騒音のレベルがなるべく低い機会を利用すること。
・清掃に使用する機械の性能が高く，使用する水量や消費電力がすくないこと
などが挙げられる。
　また，労働に関する持続可能な発展のための項目としては，
・長期失業者を雇用している。
・長期失業者を社会的に包摂する措置を講じている。
などが挙げられよう。
b・入札者に対する要望書による労働条件の遵守
　地方公共団体が，清掃業務をアウトソーシングする場合は，パソコンの提供
と違って，業務提供（service）なので，労働者が地方公共団体に清掃業務を
提供することになる。この場合，公共団体において，賃金や労働時間など違法
な労働が提供されるということは，不適切であるし，社会目的としても，適切
な労働条件が守られることが重要である。
　したがって，要望書の項目としては，
・地方で規定されている労働関係の条例，地域労働協約を遵守すること。
・安全衛生法規を遵守すること。
・労働関係法規に違反がなく，監督官庁から違反の通知や指導を受けていない
こと。
・労働契約を遵守していること。
などが挙げられる。
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　労働関係の条例，地域労働協約を遵守するというのは，清掃業務を落札した
業者が，地域協約が定める労働条件に従って，清掃業務にあたる従業員を雇用
するということであり，賃金，労働時間，休暇などの労働条件が地域協約に従
った適切な水準を維持することになる。また，落札者には，労働法典や，安全
法規の遵守，労働契約の遵守を義務づけることができる。そもそも，労働法規
違反があって監督官庁から指導を受けている企業は入札者から外すことが可能
となる。反対に，企業は，労働法規違反を犯すことは，行政的な処罰を受ける
だけではなく，公契約を締結する機会を喪失することになる。これは企業に対
して，労働法規遵守の強い動機付けとなろう。
c・女性の社会進出
　公契約法典は，持続可能な発展に資する項目を入札者に対する要望書の中に
規定することが可能である。例えば，女性の社会進出を後押しするような項目
を要望書に規定することも可能である。
　日本では，女性の社会進出において，保育施設の不足や学童保育の不足が常
に問題となっている。フランスでも，保育園は不足している。女性の社会進出
に貢献する目標項目としては，企業内保育所の設立をおこなったり，フランス
でよくみられる共同保育所の設立にあたって（母親が共同で保育園を設立し運
営保育にあたるタイプの保育システム。職業保育士を一人以上雇用し母親も参
加して保育にあたる），設立あるいは運営費用を援助する，運営に協力する，
保育士一人分の雇用を援助するなども項目として成立しよう。このほか，女性
管理職の登用なども女性の社会進出の支援する項目に考えられよう。
（5）　公契約による実際
a　職業安定局による公契約の推進　失業対策
　フランスの職業安定局（La Maison de l’emploi）は，公契約の理念に基づ
いて，失業対策を推進する機能を果たしている。
　まず，公契約の理念の理解を進めるために，職業安定局はホームページなど
で，公契約の必要性と法律上の根拠，公契約に従うメリットを説明し，公契約
一五七
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の入札者となるために満たさなければならない社会条項，自足可能な発展に関
する項目について説明している。
　たとえば，西プロバンス（Ouest Provence）の職業安定局の HP では，失
業者の削減という社会条項（les clauses sociales）を活用して，持続可能な発
展に貢献することの必要性を説明する。さらに，その根拠として，公契約法と
2005 年 6 月 6 日のオルドナンスがあると指摘する
（41）
。公契約法の Art. 5 に従っ
て，公的な機関が，物品購入する場合は，社会的な発展のために持続可能な発
展に貢献している企業から購入しなければならないという義務が課せられてい
る。なぜなら，社会的な困難，また職業階層上の困難に直面している人々が，
この結果，企業に就労する機会を得ることができるからである。
　確かに，困難な状況にある人々が，企業に就労することに成功すると，失業
手当などの社会保険支出の削減，健康保険，老齢年金など社会保険財源の確保，
税収，安定的な生活費の確保によって出生率が上がるなど，持続可能な発展に
貢献すると考えられよう。
　公契約法典，Article 15 は持続可能な発展に貢献する条項の例として，労働
法典 Art. L5213─13（障害者雇用を規定した条文），労働法典 Art. L5213─19
（障害者の在宅勤務雇用について規定した条文），社会活動家族法典（Code de 
l’action sociale et des familles）の Art. L344─2（障害者の在宅勤務雇用につ
いて規定した条文）をあげている。例えば，適応企業（Entreprises Adaptées
（EA））では，障害者雇用が行われており，公契約の入札にあたって選考要件
を容易に満たすと考えられる
（42）
。
　公契約による失業対策をフランス政府は目標として掲げ，職業安定所がその
実施機関として，企業に対して，継続的な発展に役立つような雇用を行うと，
物品の調達やサービス業務の受注，工事の落札などの公契約を締結しやすくな
（41）　西プロヴァンスの職業安定局の HP による。http : //www.mdeouestprovence.fr/entreprise/
clauses-sociales-dans-les-marches-publics-et-prives
（42）　このほか雇用促進事業所（Etablissement et Service d’Aide par le Travail（ESAT），旧就
労による支援センター［anciennement Centre d’Aide par le Travail（CAT）］も対象となる。
一五六
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るメリットがあると説明している。そして，その具体的な「継続的な発展」に
役立つような雇用として，男女の雇用機会均等という原則を尊重したうえで，
次のような例を挙げている。
・50 歳以上の長期失業者を雇用する。
・小規模な企業を優遇する。
・障害者雇用。
・26 歳以下の職業資格がない若年労働者の雇用。
・26 歳以下の就労経験がない若年労働者の雇用。
・地方自治体が作成している雇用計画の活用などが挙げられている。
b　パリ職業安定局による公契約を利用した雇用
　パリ市は，行政機関，美術館，博物館，大学，国立図書館などフランスの公
共施設が様々存在している。パリ職業安定局はパリ市と共同して，公契約法を
活用することにより，2011 年新たに 500 の企業において雇用を創設したと述
べている。多くの情報が公開されているが，このうち日本においても理解しや
すいパリ市交通局とルーブル美術館の情報を引用する。
1・パリ市交通局（RATP）
①　トラム公共工事
パリ市交通局（RATP）は，パリ市において地下鉄，バス，トラムなど公共交
通を運営している。パリ市には，3 本のトラムが通っているが，そのうち，T3
と呼ばれる南部を東西に結ぶトラム 3 号線の延長工事が，12 月 15 日に完成し
た。工事は 2009 年から始められたが，この工事によって，パリ市民，特に東
部の雇用率の上昇に貢献したと述べられている。これは，パリ市のトラム建設
による雇用と経済的連帯事務局と，パリの職業安定局が公契約法典に定められ
ている社会条項を活用し，トラム 3 号線の公共工事に関連する企業が雇用を推
進した結果であるとされている
（43）
。
（43）　パリ市雇用安定局 http : //www.maison-emploi-paris.fr/missions-maison-lemploi-paris
一五五
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②　パリ市交通局はシャトレ・レアール駅の支柱の整備工事
パリ市交通局はシャトレ・レアール駅の支柱の整備工事において，次のような
雇用を創設したという情報が公開されている。
業務内容 開始日 終了日 雇用受け入れた企業
予定される
雇用時間　
支柱整備 01／02／2013 01／07／2016
MAINTENANCE CHAUD 
FROID ELECTRICITE（MCFE）
2500,00
01／02／2013 01／02／2015 SDEL INFI 420,00
02／01／2013 02／01／2017 SAMEX 950,00
01／03／2013 01／10／2016
TRANSPORT TERTIAIRE 
INDUSTRIE（T.T.I）
4000,00
01／03／2013 01／03／2013 SOGEA TPI 1000,00
01／02／2013 01／02／2015 SOGEA TPI 18000,00
05／11／2012 01／10／2017
REGIE DE QUARTIER PARIS 
CENTRE
5600,00
2・ルーブル美術館
国立美術館であるルーブル美術館は，次のような業務において，公契約を利用
して雇用を創設したという情報が公開されている。
業務内容 開始日 終了日 雇用受け入れた企業
予定される
雇用時間　
オーディオガイド
の配置と回収
12／03／2012 11／03／2017 
DISTRIBUTION DU 
GUIDE MULTIMEDIA 
8650,00
噴水の配管設置・
整備
31／05／2011 30／05／2015 IDEX ENERGIES 9600,00
所蔵品の修復 26／05／2012 25／05／2016 EUREST DR IdF 10500,00
運搬業務 25／09／2009 24／09／2013
DERICHEBOURG 
PROPRETE
3720,00
美術館入館・退館
の警備
27／09／2010 26／09／2014
ONET MAIN SECU-
RITE
36000,00
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このほか，パリ市雇用安定局は，公官庁，国立図書館，水道局など多くの公共
団体における公契約の成果を公開している。
おわりに
　フランスの公契約は EU 指令を受けて，継続的な発展という社会条項を規定
することによって，労働政策や環境政策に対しても，一定の効果をあげている。
特に労働政策においては，政府が政策目標に掲げていることもあり，一定の効
果を上げている傾向を読み取ることができよう。また，労働法規の遵守が公契
約締結の条件となることから，法規の徹底という意味でも一定の意味があろう。
　日本において，公契約はまだ，財政の節約と節約による公共工事に雇用され
る下請け労働者の賃金が低下するといった観点から関心が寄せられているよう
に思われる。
　雇用の増大，労働時間，雇用機会均等，女性の社会進出，賃金など労働条件
の順守や労働政策の関連性については，あまり検討されていないが，労働法規
の遵守や雇用の増大といった点で示唆を売る点は大きいと思われる。
一五三
ティユルリー庭園、
ルーブル美術館カ
ルーセル、ドラク
ロワ美術館の管理
08／11／2011 07／11／2015
ROBERT PAYSAG-
ISTE
14560,00
広間の清掃 01／03／2010 30／09／2014 CHALLANCIN 28800,00
美術館内の照明の
設置管理
27／02／2013 26／02／2017
EIFFAGE ENERGIE 
ILE DE FRANCE
15000,00
美術館内売店で販
売 す る 商 品 の 搬
入・輸送
26／09／2013 25／09／2017 AUBERTRANS 3720,00
